
施策

（１）地域福祉
ネットワークの構
築

まちなか保健室での健康相談実施延べ日数 健康増進課 ８０２日

子育て支援センター延べ利用人数 こども家庭課 ２０，０００人

３カ所

（５）福祉サービ
スの質的向上

悩みや不安の相談先がわからないという市民の

社会福祉課 １０．２％ ８．０％ ―

(３）包括的な支
援体制の構築

児童虐待又は児童虐待の疑いがあるお子さん
がいる場合、どこに相談・通報するかわからな
い保護者の割合（子ども・子育て支援事業ニー
ズ調査）

こども家庭課

※5年に一度の調査のため基準年次は平成30年度

（２）地域におけ
る福祉サービス
の充実

８６．９％

いきいき高齢課
３，４６７人

１０，８００人

C
（令和元年度２９か所）

C
ケース共有会議及び情報交換の実施回数

障がい者施設サービスの質の向上のための
社会福祉課 ３６件 ４５件 １４回 C

指導件数

障がい者に関する地域相談支援機関との
社会福祉課 １５回 ３０回 １４回

介護サービス訪問事業所数 いきいき高齢課
１３か所

３０回か所

C

市政に関する情報を得られていると感じてい
秘書広報課 ６２．３％ ７０.０％ ６５．０％ B

る市民の割合（市民意向調査）

（４）わかりやす
い情報提供の充
実

手話通訳・要約筆記者派遣事業利用件数 社会福祉課 １４８件 １７０件 １１２回

―

※次回調査は令和７年度に実施

２，０００件 ２，８６３人 A

生活困窮者自立支援事業
社会福祉課 １３．０％ １５％ ４．１％ C

（就労支援事業）就労割合

障がい者相談延べ件数 社会福祉課 １，７１６件

割合（市民アンケート調査）

５，３９３人

―
１２．０％ ５．０％

小学生の保護者 小学生の保護者
― ―

１１．３％ ５．０％

就学前児童の保護者 就学前児童の保護者

―

今までにNPO法人やボランティア団体の活動に
参加したことがある市民の割合（市民アンケート
調査）※次回調査は令和７年度に実施

市民協働推進室 ３７．４％ ４０．０％ ― ―

ボランティア団体の数※市民活動推進センター
登録団体数・ボランティア連絡協議会参加団体
数・NPO法人数の合計

市民協働推進室 ２４５団体 ２７０団体 ４７１団体 A
（３）福祉活動を
担う人材の育成

女性教育指導者研修参加者数 市民協働推進室 １人 ４人 １人 C

（２）福祉意識向
上のための取組

A

出前講座数 生涯学習課
４８講座

２００講座 １８１講座 B
（令和元年度166講座）

民生委員・児童委員（社会福祉協力員）
活動のＰＲ回数

社会福祉課 ３回 ４回 ４回

９０地区 ３５地区 C
（令和元年度77地区）

地域での活動に参加している市民の割合（市民
意向調査）※基準年次は令和元年度）

市民協働推進室 ４０．１％ ４３．２％ ４３．９％ A

（令和元年度８７区）

シルバーサロン延べ利用者数

評価

（１）支え合いの
コミュニティづくり

高齢者等見守りネットワーク事業実施地区 いきいき高齢課
１３地区

２９地区 ０地区 C

施策 指標名 担当課
基準年次

（令和２年度）
目標年次

（令和８年度）
実績

（令和４年度）

（令和元年度１８地区）

地域づくり事業６事業以上の実施区数 市民協働推進室
２７地区

目標年次
（令和８年度）

実績
（令和４年度）

評価

２５８日

C
（令和元年度12,628人）

地域健康づくり事業実施区数 健康増進課
３８区

１３０区 ４４区 C

真岡市地域福祉計画（第３期）【令和４年度進捗状況】
評価A　指標の目標値を達成
評価B　指標の目標値の７割を達成
評価C　指標の目標値の７割未満【基本目標１】　共に助け合い、支え合うまち

具体的な数値目標

B

【基本目標２】　充実した福祉サービスのあるまち

具体的な数値目標

（令和元年度25,280人）
１７，８６２人 B

１１，０６８人

真岡市で子育てをしたいと思う親の割合 こども家庭課 ９７．８％ ９８．０％

（令和元年度617日）
４５１日 C

指標名 担当課
基準年次

（令和２年度）



公共交通が利用しやすいと感じている市民の

割合（市民意向調査）

避難行動要支援者の災害時における支援の

要・不要に関する回答割合

成年後見制度を知っている市民の割合

男女の固定的役割分担意識が解消されている

と感じている市民の割合（市民意向調査）
市民協働推進室 ５２．１％ ６０．０％ ５１．７％ B

高齢者 高齢者
１２件 C

１７件 １５２件

社会福祉課
障がい者 障がい者

１件 C
２件 ６件

（令和元年度１回）

（３）市民一人一
人の人権の尊重

いきいき高齢課

２７．４％ ３５．０％ ―

交通安全教室の開催数 くらし安全課
８６回

２００回 １１６回 C

（２）安心して暮ら
せる環境の整備

―

社会福祉課

成年後見制度利用による相談件数

いきいき高齢課

防災避難訓練の実施回数 くらし安全課 ３回 ２回 C
（令和元年度１回）

社会福祉課 ５７．９％ ８０．０％ ７６．８％ B

総合政策課 ３２．５％ ４５．０％ ３７．７％ B

施策

（１）住み続けら
れる住環境の整
備

障がい者福祉タクシー券利用率 ３５．１％ ４０．０％ ６２．３％ Ａ

【基本目標３】　安全で安心して暮らし続けられるまち

具体的な数値目標

０回

評価

社会福祉課

指標名 担当課
基準年次

（令和２年度）
目標年次

（令和８年度）
実績

（令和４年度）

いきいき高齢課

※次回調査は令和７年度に実施

（市民アンケート調査）


